様式－０

１．収支予定
（単位：円）
	科目
	補助事業に要する経費

	
	区分
	計

	
	国庫補助金
	地方公共

団体
	都市再生
推進法人

・
法定協議会
	民間事業者等
	

	収入
	
	
	
	
	

	支出
	人件費
	
	
	
	
	

	
	旅費
	
	
	
	
	

	
	庁費
	
	
	
	
	

	
	施設・設備整備費
	
	
	
	
	

	
	その他
	
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	
	


（備考）
１．　「普及啓発事業」については、様式－０－１及び様式―０－２を添付し、共同事業体として
申請する場合には、様式―０－４も添付すること。
２．　「社会実験・実証事業等」については、様式－０－１及び様式－０－３を添付すること。
様式－０－１
補助事業に要する経費の支出内訳
（単位：円）

	種別
	科目
	金額
	区分
	説明
	事業合計金額

	普及啓発事業
	人件費
	
	
	
	

	
	旅費
	
	
	
	

	
	庁費
	
	
	
	

	
	その他
	
	
	
	

	社会実験・実証事業等

（    ）
	庁費
	
	
	
	

	
	施設・設備整備費
	
	
	
	

	
	その他
	
	
	
	

	
	合計
	
	
	
	


（備考）
１．「社会実験・実証事業等」については地区名を（　）書きで記載すること。
２．「説明」欄は、当該経費に係る額の算出についての積算の内訳を別紙記載の区分・説明に対応させ、詳細に記載すること。
３．記載内容を変更する場合は、変更前を上段（　）書きすること。
４．欄が足りない場合は適宜追加すること。
様式－０―２
食糧費使途明細書
	目的・内容
	件数
	出席者の範囲
	金額等
	場所
	備考

	
	
	
	
	
	

	合　計
	件
	―
	円
	―
	―


（備考）
１．「金額等」欄は、積算内容（単価、人数、回数）を記載すること。
２．「場所」欄は、「庁舎内」、「ホテル」、「公共的施設」等を記載すること。
３．「備考」欄は、昼食、夕食、茶菓子の区分を記載すること、

４．記載内容を変更する場合は、変更前を上段（　）書きすること。

５．それぞれの食糧費の支出の必要性について、資料を添付すること。
様式－０―３
社会実験・実証事業等に係る施設・設備整備費積算内訳

	項目名
	内容
	単位
	単価
	数量
	金額

	
	
	
	円
	
	円

	合　計
	―
	―
	円
	―
	円


（備考）

１．それぞれの項目について積算がわかる資料がある場合は、資料を添付すること。

２．記載内容について変更する場合には、変更前を上段（　）書きにて記載すること。

様式－０―４
共同企業体標準協定書
（目的）
第１条　当共同企業体は、民間まちづくり活動促進事業制度要綱第２条に規定する普及啓発事業（以下、「本事業」という。）を共同連帯して営むことを目的とする。
（名称）
第２条　当共同企業体は、○○共同企業体（以下「企業体」という。）と称する。
（事務所の所在地）
第３条　当企業体は、事務所を○○県○○市○○町○○番地に置く。
（成立の時期及び解散の時期）
第４条　当企業体は、平成　年　月　日に成立し、本事業の完了後６ヶ月を経過するまでの間は、解散することができない。
２　本事業に関する補助金の交付決定を受けることができなかったときは、当企業体は、前項の規定にかかわらず、当該補助金の交付決定がなされなかった日に解散するものとする。
（構成員の住所及び名称）
第５条　当企業体の構成員は、次のとおりとする。
○○県○○市○○町○○番地
株式会社○○　
○○県○○市○○町○○番地
○○株式会社
（代表者の名称）
第６条　当企業体は、株式会社○○を代表者とする。
（代表者の権限）
第７条　当企業体の代表者は、本事業の実施に関し、当企業体を代表してその権限を行うことを名義上明らかにした上で、監督官庁等と折衝する権限並びに補助金（概算払いを含む。）の請求、受領及び当企業体に属する財産を管理する権限を有するものとする。
（構成員の負担の割合）
第８条　各構成員の負担の割合は、次のとおりとする。
株式会社○○　○○％
○○株式会社　○○％
２　ただし、本事業の遂行にあたって、構成員の負担の割合を変える必要が生じた場合は、あらかじめ国土交通省まちづくり推進課官民連携室及び構成員全員の承認を得たうえで、別に負担の割合の変更について定めることができることとする。
（運営委員会）
第９条　当企業体は、構成員全員をもって運営委員会を設け、本事業の実施に関する事項、資金管理方法その他の当企業体の運営に関する基本的かつ重要な事項について協議の上決定し、本事業を遂行するものとする。
（構成員の責任）
第10条　各構成員は、本事業の履行及び下請契約その他の実施に伴い当企業体が負担する債務の履行に関し、連帯して責任を負うものとする。
（取引金融機関）
第11条　当企業体の取引金融機関は、○○銀行とし、共同企業体の名称を冠した代表者名義の別口預金口座によって取引するものとする。
（決算）
第12条　当企業体は、本事業の完了時に決算するものとする。
（欠損金の負担の割合）
第13条　決算の結果欠損金を生じた場合には、第８条に規定する割合により構成員が欠損金を負担するものとする。
（権利義務の譲渡の制限）
第14条　本協定書に基づく権利義務は他人に譲渡することはできない。
（解散後のかし担保責任）

第15条　当企業体が解散した後においても、本事業につきかしがあったときは、各構成員は共同連帯してその責に任ずるものとする。
（協定書に定めのない事項）
第16条　この協定書に定めのない事項については、運営委員会において定めるものとする。
株式会社○○外○社は、上記のとおり共同企業体協定を締結したので、その証拠としてこの協定書　通を作成し、各通に構成員が記名捺印し、民間まちづくり活動促進事業交付要綱第５条に基づき国土交通大臣に２通提出するとともに、各自所持するものとする。
平成　年　月　日
○○共同企業体

代表者　株式会社○○
代表取締役○○ ○○ 印
　　　　　○○株式会社
代表取締役○○ ○○ 印

共同企業体標準協定書第８条第２項に基づく協定書
平成　年　月　日付け　第　号で補助金の交付の決定の通知のあった普及啓発事業については、共同企業体協定書第８条第２項の規定により、当企業体の構成員の負担の割合を次のとおり変更する。
記
１　出資の割合
　株式会社○○　○○％
　○○株式会社　○○％
株式会社○○外○社は、上記のとおり負担の割合を変更したので、その証拠としてこの協定書　通を作成し、各通に構成員が記名捺印し、民間まちづくり活動促進事業交付要綱第５条に基づき国土交通大臣に２通提出するとともに、各自所持するものとする。
平成　年　月　日
○○共同企業体

代表者　株式会社○○
代表取締役○○ ○○ 印
　　　　　○○株式会社
代表取締役○○ ○○ 印

別紙
科目別使途内訳
科目別使途内訳は、以下のとおりとします。ただし、（備考）に示す費用については、交付申請をすることができません。
	科目
	区分
	説明

	人件費
	給料及び職員手当等
	事業執行に直接必要な一般職員等（ただし、地方公共団体職員は除く。）の給料及び諸手当、負担金並びに報酬、給料及び賃金に係る社会保険料

	
	賃金
	事業執行に直接必要な補助員等の賃金（ただし、庶務、経理等の一般管理事務に従事する者を除く。）

	旅費
	旅費
	事業執行のための出張、関係機関等との連絡等に必要な普通旅費

	庁費
	報償費
	謝礼金等

	
	需用費
	文具費、消耗品費、茶菓子等食糧費（学識経験者による打合せ等補助事業の執行上特に必要な場合に限る。）、図書、報告書、帳簿等の印刷、製本代等印刷製本費、電気、水道、瓦斯等の使用料、同計器使用料等光熱水費並びに備品の修繕料

	
	役務費
	郵便、電信電話料及び運搬料等通信運搬費、物品保管料、倉庫料等保管料、広告料、物品取扱手数料並びにテキスト等の筆耕料

	
	委託費
	試験、検証その他に関する委託料（施設・設備整備費は除く。）

	
	使用料及び賃借料
	自動車借上、会場借上、物品その他の借上等使用料及び賃借料

	
	備品購入費
	機械等の原型のまま比較的長期の反覆使用に耐えうる物品の購入費。（昭和34年3月12日付け建設省会発第74号建設事務次官通達「補助事業等における残存物件の取扱いについて」参照）

	
	負担金
	事業執行のために必要な負担金等（ただし、経常的会費等は含まない。）

	施設・設備整備費
	施設・設備整備費
	社会実験・実証事業等のための施設、設備に要す経費

	その他
	事業に要する費用を交付するための費用
	補助事業の施行者から間接補助事業者へ交付される間接補助金


（備考）
１．　普及啓発事業については、施設・設備整備費は補助の対象とはならない。
２．　社会実験・実証事業等については、人件費、旅費、施設・設備整備費に関する費用のうち土地購入、不動産借入、水道分担金、式典（地鎮祭、起工式、上棟式（竣工式等）等に係る費用は補助の対象とはならない。
